
 
 
                                         

 

「第６２回指定都市市長会議」の開催結果について 
 

指定都市市長会（会長：久元 喜造 神戸市長）は、７月７日（月）、 

「第６２回指定都市市長会議」を開催し、次の要請等を採択しました。 

 
≪採択した提言・要請≫ 

（１）地方創生の更なる推進に向けた地方拠点強化税制の見直しに関する指定都市市長

会要請 

（２）地方消費者行政の充実・強化についての指定都市市長会要請 

（３）持続可能な脱炭素社会の実現に向けた指定都市市長会提言 

（４）人口減少時代を見据えた多様な大都市制度の早期実現に関する提言 

（５）次期地方制度調査会における調査審議に関する指定都市市長会要請 

（６）乳児等通園支援事業の円滑な推進に向けた指定都市市長会要請 

（７）障害福祉サービスに係る十分な財政措置に関する指定都市市長会提言 

（８）都市再生の推進に関する指定都市市長会要請 

（９）医療的ケアが必要な方や強度行動障害を有する方の家族の支援に関する指定都市 

市長会提言 

（10）体育館空調設備に係る空調設備整備臨時特例交付金の拡充及び緊急防災・減災事業

債の延長等に関する指定都市市長会要請 

（11）迅速な給付の実現に向けた指定都市市長会緊急要請 

※ 詳細は、別添資料をご覧ください。 
※ 要請文・提言文の日付が空欄になっていますが、要請活動当日の日付を記載して省庁

等へ提出する予定です。 

 

 

 

 

令和７年７月７日 

相模原市発表資料 

問合せ先 
担当：広域行政課 
０４２－７６９－８２４８ 

同時発表 
指定都市市長会、相模原市 
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地方創生の更なる推進に向けた 

地方拠点強化税制の見直しに関する指定都市市長会要請 

 

令和７年６月に閣議決定された『地方創生2.0基本構想』の中では、急速な人口減少

や東京一極集中により、地域の様々な分野で人材の不足などが生じ、地域コミュニテ

ィや地域経済の持続可能性に悪影響を与えていることや、若者や女性の地方離れが進

行していることなどが示された。これに対して、地域の主体的な取組等をより強力に

後押しし、地方起点の課題に対する規制改革や諸制度の見直しなどに取り組むことが

国の役割とされたほか、東京一極集中の是正に向けた人や企業の地方分散を図ること

とされたところである。 

全国の資本金10億円以上の大企業のうち半数以上が東京都に集中しており、地方法

人二税における人口１人当たりの税収額が全国平均の２倍以上となるなど、税源の偏

在が顕著となっている。この結果、本来、居住地域にとらわれず等しく提供されるべ

き子育て、教育、福祉といった分野において、行政サービスの地域差が浮き彫りとな

ってきており、財政力豊かな東京都とそれ以外の地域との格差が拡大している。指定

都市においても人口減少局面を迎えている中、東京都は昨年１年間で９万人以上の人

口増となるなど、今後も東京都への一極集中とともに、指定都市を含めた地域の衰退

が更に進むことが強く懸念されており、こうした中においても、指定都市が、圏域全

体の活性化や発展をけん引していく役割を担うことが求められる。 

平成27年に創設された地方拠点強化税制は、これまで税額控除の拡充や適用要件の

緩和により、地方における質の高い雇用の場の創出や地方への人の流れを生み出すた

めに活用されてきた。しかしながら、本制度の支援措置の認定を受けた事業件数の実

績は目標値を下回っており、令和７年４月末時点で移転型の実績は74件に留まるなど、

東京からの移転を検討する企業に十分に活用されていない状況もある。本制度を有効

活用するためには、要件緩和や企業メリットの拡充等、更なる制度の拡充が求められ

る。 

ついては、指定都市が若者・女性にも選ばれる地方、高齢者も含め誰もが安心して

住み続けられる地方を構築し、地方創生を力強く牽引するため、指定都市市長会とし

て下記のとおり要請する。 

 

記 

 

１ 令和８年３月31日までの適用期限を延長すること。また、本社機能の移転や拡充

には、構想から実現まで相当程度の期間を要することから、延長にあたっては、企

業における長期的な検討が可能となるよう、制度の恒久化を含め検討すること。 

 

２ 首都圏も含め、イノベーションを誘発する拠点としての機能など、指定都市が果

たす多様な役割を踏まえ対象地域を見直し、移転型及び拡充型のいずれも、三大都

市圏の全域を優遇措置の対象とすること。 

 

３ 移転型では、東京23区からの転勤者に係る過半数要件を緩和するとともに、イン

センティブの拡充や周知の強化を図ること。 

また、拡充型では、本社機能業務に従事する従業員数について、増加だけでなく、

維持も対象とするなど認定要件を緩和すること。 
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４ オフィス減税の対象施設は新設、増設又は新築の購入により取得した建物等に限

定されているが、オフィスビルの賃借によって本社機能を移転する事例が非常に多

いことから、賃借の場合においても十分なインセンティブとなるようオフィス減税

の拡充を行うこと。また、税制優遇の上限額の引き上げや同一事業年度における「オ

フィス減税」と「雇用促進税制」の併用を可能とすること。 

 

 

令和 年  月  日 

指 定 都 市 市 長 会 
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地方消費者行政の充実・強化についての指定都市市長会要請 

 

現在、消費者を取り巻く環境は、デジタル化の進展・電子商取引の拡大・取引のグロ

ーバル化や高齢化の進行、成年年齢の引き下げなどにより、急速に変化しており、消費

者問題も、突然自宅を訪問し、不安をあおるなどして高額な工事契約を締結させる点検

商法や、ＳＮＳやキャッシュレス化の進展に伴うトラブルなど、複雑化・多様化・巧妙

化している。また、令和７年版消費者白書によると、令和６年１年間の消費者被害・ト

ラブルの推計件数は約1,940万件、推計被害額は過去最高の約9.0兆円となっている。 

総人口の２割以上に相当する２千７百万人以上が居住し、産業が集積している指定

都市においては、その人口規模等からも消費生活センターへの相談が集中しやすく、令

和６年度地方消費者行政の現況調査では、令和４年度から５年度にかけて都道府県や

市区町村等の相談受付件数が減少するなか、指定都市のみが1,570件増加している。 

消費生活センターの基盤を支えている消費生活相談員（以下「相談員」という。）に

は、高度な専門性と広い対応力、継続的な研鑽などが求められるが、高い要求水準に見

合った待遇となっていないことなどから、担い手の確保が困難な状況が続いており、高

齢化も進む中で持続可能な相談体制を構築するためには、担い手を確保するための国

の取組を拡充していく必要がある。 

また、今後も継続される地方消費者行政強化交付金の強化事業は、交付対象事業が限

定的であることに加え、対象は、新規性を含む単年度事業に限られており、長期的な視

点に立った人材育成や体制整備などには活用できない。 

このような状況において、地方消費者行政強化交付金の推進事業（以下「推進事業」

という。）の終了は、相談体制の維持や消費者教育の推進を妨げ、人員不足が常態化し

ている相談員の確保・育成を困難にするほか、消費者被害の拡大や相談対応の水準低下

が強く懸念される。 

令和７年３月に閣議決定された第５期「消費者基本計画」の中では、「推進事業の活

用期限が到来する中、地域の実情に応じて適切に対応できるよう、支援のあり方を見直

す」旨の記載があり、さらに、６月 13日に閣議決定された経済財政運営と改革の基本

方針 2025 においては「地方消費者行政を強化するため、地域見守り活動の活性化や消

費生活相談員の人材確保・育成に資するよう地方消費者行政強化交付金を見直す。」と

明記されていることから、国は、各地方自治体の実情や財政状況を踏まえ、より具体的

かつ恒久的な対策を早急に示す必要がある。 

また、令和８年度の消費生活相談のデジタル化に向けて地方自治体で準備を進めて

いるが、システムの運用には保守管理費等のランニングコストが必要であり、国による

継続的かつ十分な財政支援が不可欠である。 

以上を踏まえ、下記のとおり要請する。 
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記 

 

１ 安全・安心で豊かな消費生活の実現を目指し、地方消費者行政を安定的に推進し

ていくためには、国による継続的な財政支援が不可欠である。推進事業の終了が地

方消費者行政の縮小・後退を招かないよう、令和８年度以降も活用できる継続的か

つ恒久的な予算措置を早急に講ずること。 

 

２ 相談員の専門性や個々の知識・経験に見合った報酬の基準を定め、それに応じた 

財政措置を継続的に講ずること。また、相談員の担い手不足を解消するため、「消費

生活相談員担い手確保事業」を通年で実施する等、必要な取組を行うこと。 

 

３ 消費生活相談のデジタル化において、地方自治体の実情や意見を踏まえ、地方自治

体が持続的・安定的な運用を行うための保守管理費等に必要な財政措置を講ずるこ

と。 

 

 

令和 年 月  日 

指 定 都 市 市 長 会 
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持続可能な脱炭素社会の実現に向けた指定都市市長会提言 

 

令和６年１１月にアゼルバイジャンで開催された国連気候変動枠組条約第

２９回締約国会議（ＣＯＰ２９）において、日本政府は「ＮＤＣ実施と透明性

向上に向けた共同行動」を発表し、取組の一つとして「ネットゼロ」「サーキュ

ラーエコノミー」「ネイチャーポジティブ」のシナジーアプローチを掲げたと

ころである。 

また、地球温暖化対策推進法等において、国は地球温暖化対策に係る全体の

枠組みの形成と地球温暖化対策の総合的実施を担い、地方自治体は地域の実情

に応じて総合的かつ計画的な施策を実行することが求められている。 

こうした中、総人口の２割以上に相当する２千７百万人以上が居住し、産業

が集積している指定都市においては、国のイニシアティブの下、全国の市町村

の先導的役割を担い、気候変動緩和の取組を進めているところであるが、以下

のとおり自治体の財政的負担が大きく、また制度や運用面でも課題がある。 

１点目として、脱炭素の推進に当たり交付金制度はあるが、年度間や事業間

調整のハードルが高いこと、地域の特性や課題に即した制度となっていないこ

と、自治体の規模に見合った上限額の設定となっていないことなどがあげられ

る。 

２点目として、水素利活用について、令和６年１０月に施行された「「脱炭素

成長型経済構造への円滑な移行のための低炭素水素等の供給及び利用の促進

に関する法律（水素社会推進法）」に基づき、水素の利活用や社会実装に向け

た支援策が講じられているが、水素需要の拡大及び供給における財政上の課題

を解消する十分な支援とはなっておらず、さらに水素供給における法規制上の

課題もある。 

３点目として、脱炭素型ライフスタイルへの転換について、国においては国

民の行動変容やライフスタイルの転換を強力に後押しするため「「デコ活」を展

開しているが、市民や企業への認知度が高まっていない。中でも移動の脱炭素

化に向けたＣＥＶの普及については、導入促進に係る補助金はあるものの車種

が少なく、また充電設備についても集合住宅への導入ハードルが高いことなど

から普及率が低い状況にある。 

４点目として、家電等廃棄物について、国は再資源化を進めるために回収量

の増加に向けた取組を求めているが、再資源化に係る自治体の財政的負担が大

きいほか、小型充電式電池の回収方法には課題が多い。 

５点目として、プラスチック廃棄物の分別収集等について、現状、プラスチ

ック使用製品廃棄物の収集等に対する特別交付税措置があるものの、事業者負

担がないため自治体の費用負担が大きいことや、再商品化事業者が少ないこと

があげられる。 

ついては、持続可能な脱炭素社会の実現に向けた取組を一層推進するため、

以下のとおり提言する。 
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１ 地域脱炭素推進交付金制度の運用面の改善 

(1)「脱炭素先行地域における柔軟な対応と財政措置の拡充 

脱炭素先行地域について、資材価格の高騰による事業行程の見直しなど、

特に指定都市の規模では影響が大きいことから、当初想定し得ない状況へ

の柔軟な対応ができるよう、交付期間の延長及び年度間や事業間調整をし

やすくするなど運用を見直すとともに、脱炭素先行地域づくり事業による

交付金活用後も、十分かつ継続的な財政措置を講じること。併せて、国庫

債務負担行為の設定や基金での運用を認めるなど自由度の高い交付金制

度とすること。さらに、電力消費に伴うＣＯ２排出実質ゼロの実現のため、

地域内の再エネ発電設備設置が難しく域外から再エネを調達する必要が

ある場合、従来電力よりも費用が高く導入が進まないことから、財政措置

により支援を拡充すること。  
(2)「地域脱炭素推進交付金の上限額見直しと地域特有の課題に対する補助

率の上乗せ 

地域脱炭素推進交付金について、人口や産業が集中する指定都市が地域

脱炭素の施策を効果的に展開するには事業規模が必然的に大きくなるこ

とから、上限額を引き上げ、自治体の規模に見合った設定へ見直すこと。

また、地域特有の課題への補助率を上乗せする等、地域の実情に合った制

度とすること。 

(3)「重点対策加速化事業の柔軟な対応等と評価事項の見直し 

重点対策加速化事業についても、脱炭素先行地域と同様に、柔軟な対応

と財政措置の拡充を行うこと。また、評価事項に「財政力指数が低い地方

公共団体であること」があげられているが、他都市への波及効果を期待で

きる指定都市は比較的財政力指数が高く、採択される可能性が低くなるこ

とから、この評価事項を見直すこと。 

 

２ 水素利活用に向けた支援 

水素エネルギーの需給拡大のため、公共部門や産業部門におけるＦＣ商用

車両や水素利活用設備の導入に向けた更なる支援及び社会実装に向けた技

術開発を進める企業へ幅広い支援を行うとともに、中小企業の水素産業への

参入を促進すること。また、水素需要の拡大に不可欠な水素ステーションの

事業性確保のため、整備や運営に係る経費に対する継続的かつ十分な支援及

び各種規制の緩和を行うこと。 

 

３ 脱炭素型ライフスタイルへの転換に向けた支援 

脱炭素に向けた国民による行動変容を後押しするため「「デコ活」推進活動

を強化するとともに、具体的な行動の一つであるＣＥＶの普及を後押しする

ため、導入促進に向けた車両開発及び車両の購入、充電設備の導入補助につ

いて、制度及び財政措置の充実を図ること。 
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４ 家電等廃棄物のリサイクルシステムの促進に向けた支援 

(1)「小型家電の再資源化に向けた財政措置や製造者責任の導入 

再資源化に係る自治体の負担に対して国による財政措置や、製造者及び

販売者による自主回収を促進させる仕組みの構築等、自治体の状況を踏ま

えた施策を検討すること。 

(2)「家電リサイクルの円滑かつ適正な推進 

円滑で適正な家電リサイクルを推進するため、再商品化等に係る費用の

徴収方法を販売時費用回収方式（前払方式）又は製品価格への上乗せとす

ることや、自治体の負担となっている不法投棄家電の収集運搬費用及びリ

サイクル費用に対する財政措置を講じること。 

 (3)「小型充電式電池の適正処理に向けた体制確立 

拡大生産者責任の観点から、海外製品輸入事業者等のＪＢＲＣへの加入

の義務付けや、現状回収対象外となっている破損「 膨張等している電池の

ＪＢＲＣへの受入態勢の整備等、小型充電式電池の確実な回収に向けた措

置を講じること。また、小型充電式電池の取外しが容易な製品の製造や内

蔵判別用マークの表示等、小型家電の製造者による環境配慮設計の促進を

図ること。 

 

５ プラスチック資源の循環体制の推進に向けた支援 

(1)「製品プラスチックの再商品化に向けた財政措置の拡大 

再商品化に係る経費の増加分に対する特別交付税措置に代わる新たな

交付金制度の創設等、十分かつ確実な財政措置を講じること。また、拡大

生産者責任の観点から、製造者及び販売者がプラスチックの資源循環に係

る費用を拠出する仕組みを導入するなど、安定的かつ効率的な再商品化体

制を構築すること。 

(2)「再商品化施設の偏在及び不足の解消並びにリサイクルプラスチックの

需要拡大のための支援の拡大 

安定的かつ効率的な循環体制の推進に当たり、地域によって中間処理業

者や再商品化事業者が近隣に存在しないといった課題があることから、全

国的にバランスよく立地するよう国による適切な支援を行うこと。また、

低コストでより質の高いリサイクル技術を早期に社会実装できるよう技

術開発の支援を加速化させ、再商品化事業者の十分な処理能力を確保させ

ることに加えて、製造者による環境配慮設計やリサイクル材の利活用に関

する技術開発を推進すること。 

 

 

令和 年  月  日 

指 定 都 市 市 長 会 
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はじめに −提言とりまとめの背景、提言の目的、位置付け− 
現在、我が国には、少子高齢化や人口減少、長期にわたる経済の停滞などの深刻な危機が

訪れており、将来の見通しが明るいとは言い難い状況にある。こうした課題や頻発する大規
模災害によるリスクに対応し、持続可能な発展を遂げるためには、全国の大都市がその力を
最大限に発揮し、近隣自治体と連携しながら、圏域及び我が国全体を牽引していかなければ
ならない。 

しかしながら、これらの社会課題等への早期の対応の必要性は、国民全体で共有されるま
でには至っておらず、将来に向けた大きな制度改革の機運は高まっていない。 

こうした状況に対し、我々指定都市市長会は、このままでは我が国は立ち行かなくなるの
ではないかという強い危機意識を抱いている。 

社会システムは、その時代に合ったものでなくてはならない。人口減少時代を見据え、日
本の未来を拓き、持続可能な社会を実現するためには、人材不足等の厳しい状況下にある市
町村を大都市による水平連携及び都道府県による垂直補完、さらには大都市による水平補完
も視野に入れながら、地域の実情に応じて機能的に支えていくことが必要である。そのため
には、都道府県、市町村の役割分担を含む行政体制の再整備を行うとともに、長年にわたり
変わらない我が国の地方自治制度のあり方を抜本的に見直すことにより、大都市がその役割
を十分に果たせる環境を整えることが重要である。 

こうした考えのもと、昨年 11 月に「人口減少時代を見据えた多様な大都市制度の早期実
現に関する提言（素案）」を策定し、国や国会議員、経済界など、幅広い関係者と危機意識
を共有しながら、意見交換を重ね、指定都市市長会「多様な大都市制度実現プロジェクト」
において多くの議論を行い、今般、提言をとりまとめた。 

本提言は、日本全体の危機的状況を踏まえた大都市の役割の重要性や、特別市制度の創設
を含む多様な大都市制度の必要性について、多くの関係者に御理解いただき、大都市制度改
革の機運醸成に繋げることを目的に、指定都市市長会として策定し、公表するものである。 

 
 
  

指定都市市長会「多様な大都市制度実現プロジェクト」 
 
担当市長   福田 紀彦   川崎市長 
副担当市長  山中 竹春   横浜市長  広沢 一郎   名古屋市長 
参加市長   郡  和子   仙台市長  清水 勇人    さいたま市長 

        神谷 俊一   千葉市長  本村 賢太郎  相模原市長 
        難波 喬司   静岡市長  中野 祐介    浜松市長 
        久元 喜造   神戸市長  大森 雅夫    岡山市長 
        松井 一實   広島市長  大西 一史   熊本市長 
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１ 時代背景と我が国に対する危機意識 −人口減少時代の到来と停滞する日本経済等− 
我が国の総人口は平成 20（2008）年をピークに減少局面に転じており、国立社会保障・

人口問題研究所の「日本の将来推計人口」（令和５年推計）によると、約 50 年後の 2070 年
には現在の７割に減少し、65 歳以上人口がおよそ４割を占めるとされ、生産年齢人口につ
いても大幅な減少が見込まれている。こうした中、全国の４割にあたる 744 自治体が「消滅
可能性自治体」にあたるとする人口戦略会議の分析レポートが令和６（2024）年４月に公表
されている。 

住民ニーズが多様化し、地方自治体が対応すべき課題は増大・複雑化しており、人口減少
に伴う労働力の供給制約が深刻になる中、行政サービスについても維持が困難になる恐れが
ある。また、高度経済成長期に整備された公共施設が一斉に更新時期を迎える中、負担を分
かち合う住民が減少していくなど、厳しい未来が予測されている。 

さらに、2020 年から 2050 年において人口が増加すると推定されている都道府県は東京都
だけとなっており、また、資本金 10 億円以上の企業の半数近くが東京都に所在するなど、
東京都への一極集中が課題となっている。こうして進み続ける東京都への一極集中は、人材
の過度な偏在や地域格差を増幅することとなり、地域社会、ひいては日本全体の持続可能性
への脅威となり得る。加えて、政治や経済など多くの中枢的な機能が東京都に集中している
ことは、想定される首都直下地震等の大規模災害や新たなパンデミックなどが発生した際に
は、日本全体の社会経済活動に重大な影響を及ぼしかねない大きなリスクである。 

また、我が国の経済状況に目を向けると、名目 GDP で平成 21（2009）年までアメリカに
次ぐ世界第 2 位の経済規模であったが、平成 22（2010）年に中国に抜かれ第 3 位となり、
令和５（2023）年にはドイツに抜かれ第 4 位となるなど、我が国の経済は長期にわたり停滞
し、国際的地位も低下している。 

 
２ 新型コロナウイルス感染症とデジタル化の進展がもたらしたもの  
  新型コロナウイルス感染症は令和元（2019）年 12 月に発生が確認されて以降、世界中に

感染が拡大し、令和２（2020）年３月には世界保健機関（WHO）がパンデミックの状態で
あると宣言するに至った。我が国においても、令和２（2020）年４月から数度にわたり緊急
事態宣言が発出されるなど、未曾有の危機となり、その感染拡大は、人口の過度の集中に伴
うリスクや、非常事態における地方自治体による地域の実情に応じた主体的判断の重要性を
改めて認識する機会となった。 

また、感染拡大のリスクに対応して、テレワークやオンライン会議など、デジタル技術を
活用した人との繋がりが、経済、医療、教育をはじめ様々な分野において社会経済活動の継
続に大きな効果を発揮し、我が国のデジタル化が一気に推し進められた。 

その結果、地域における多様で柔軟な働き方の実現に繋がるとともに、距離や組織等の壁
を越えて繋がり合うデジタル社会の可能性が広く認識されることとなった。 
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また、国においても行財政のあり方を見直し、デジタル技術を最大限に活用して社会変革
を実現するため、デジタル行財政改革会議において、「デジタル行財政改革 取りまとめ 2024」
が決定されるなど、国を挙げてデジタル行財政改革が進められており、現在の地方自治制度
を見直す機会が到来している。 

 
３ 今後の地方自治制度に求められること 
  指定都市市長会では、こうした我が国の状況に強い危機意識を抱いており、この状況を乗

り越えるためには、時代の要請や地域の実情に応じた行政体制を実現するための地方自治制
度の抜本的改革が必要と考える。 

 
（１）基礎自治体の役割の重要性 

住民がより良い行政サービスを受けるためには、今後も「基礎自治体優先の原則」のも
と、住民の声を一番身近に聞くことができる基礎自治体ができる限り行政サービスを担い、
地域のニーズをしっかりと把握しながら、施策の決定・実施を行うことが重要である。 

これまで、地方分権改革や市町村合併の進展等により、都道府県事務の一部を処理する
都市が増加し、市町村の規模や権限は拡大してきた一方で、都道府県と市町村の二層制の
構造は、基本的には明治以降変わっていない。このため、基礎自治体がそれぞれの役割を
果たし、最大限の力を発揮できるよう、現在の画一的な地方自治制度を見直す必要がある。 

また、人口減少等に伴い行政の担い手や専門人材等が不足する中においても基礎自治体
が行政サービスを安定的に提供し続けるためには、業務の標準化・効率化を行うとともに、
外部資源の積極的な活用や共同利用等を促進するなどの基礎自治体同士を含む多様な主
体との連携を更に積極的に進める必要がある。 

 
（２）広域自治体の役割の変化 

都道府県は、市町村を包括する地方自治体として、広域にわたる事務、市町村に関する
連絡調整事務及びその規模又は性質において一般の市町村が処理することが適当でない
と認められる事務を担うこととなっているが、市町村合併や地方分権改革などによる基礎
自治体の規模や権限の拡大等に伴い、広域自治体の事務の範囲は変遷してきた経過がある。 

こうした中、人口減少等に伴い、行政の担い手や専門人材等が不足することなどにより、
これまで市町村が権限移譲を受けてきた事務を都道府県へ返還しようとする動きも見ら
れてきており、将来にわたり持続可能な形で行政サービスを提供していくためには、都道
府県の果たす役割も変化することが予想される。これまでのように、中山間地域などの条
件不利地域の小規模市町村の補完・支援を積極的に行うことが求められるだけでなく、こ
れまで市町村が担ってきた役割を広域自治体である都道府県が担うなど、広域自治体にお
ける業務や役割を見直していくことも想定しておく必要がある。 
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また、広域自治体も基礎自治体と同様に、限られたリソースでの行政運営を余儀なくさ
れることを踏まえると、大都市が広域自治体の業務を受け持つなど、大都市と広域自治体
が協力しながら、地域全体での最適なリソース配分のあり方を考え、柔軟に対応していく
ことが求められる。 

 
（３）効率的かつ効果的な地方行政体制の確立 

人口減少時代において、高齢化の進行や人口の低密度化等により行政コストが増大する
一方、地域資源が限られる中で、今後、あらゆる行政サービスを単独の市町村だけで提供
することが困難になると考えられる。 

こうした状況において、地方自治体が行政サービスを安定的に提供し続けるためには、
これまでの発想を転換し、急速に進展したデジタル化に対応した体制整備や、地域の実情
を踏まえた基礎自治体同士の更なる連携、長年にわたり変わらない都道府県と市町村によ
る画一的な二層制からの脱却など、効率的かつ効果的な地方行政体制を確立する必要があ
る。その際には、人口減少等により厳しい状況下にある市町村を地域の実情に応じて機能
的に支えていくことができるよう、大都市による水平連携及び都道府県による垂直補完、
さらには大都市による水平補完も視野に入れて対応していくことが重要となる。 

 
（４）圏域マネジメントの仕組みの構築 

人口減少時代における安定的な行政サービスの提供には、地方自治体間の広域連携の仕
組みがますます重要となる。 

大都市圏では、都道府県を超えた人やモノの活発な移動により複数の都道府県をまたが
って生活圏・経済圏を形成しているところがあり、そのような圏域においては、都道府県
単位ではなく、圏域で一体的な対応が求められる。 

現在の広域連携の取組としては、連携中枢都市圏、定住自立圏などがあり、地方圏では、
圏域の形成が進捗し、観光施策や公共施設の共同利用などの比較的連携しやすい取組から
実績が積み上げられているが、今後、更に取組内容を深化させていくとともに、分野も広
げていくことが求められる。 

三大都市圏では、首都圏における九都県市首脳会議や関西圏における関西広域連合など、
都道府県と指定都市が連携した取組が進められているが、大都市圏の広域的な課題を解決
し、日本経済を牽引する役割を果たすことで、圏域の更なる成長・発展に繋げていくため
には、人口稠密地域における都市圏域の一体性の観点などから、今後も圏域単位で成果を
あげていくことが求められる。 

以上のことから、将来を見据え、地方自治体間の連携の更なる充実・強化を図り、圏域
の発展を促すため、個々の地方自治体の個別最適と地方自治体の連携による圏域の全体最
適を持続的に両立できる圏域マネジメントの仕組みを構築することが重要となり、例えば、
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大都市の広域連携に関する権限や役割の明確化等の制度改革などを行うことも考えられ
る。 

 
（５）大都市の役割を最大限発揮できる仕組みの構築 

「現場力」と「総合力」を併せ持ち、人口・産業が高度に集積する大都市は、住民に身
近な基礎自治体としての役割はもとより、圏域における中枢都市として、また、都市行政
を先導する先端都市として重要な役割を担っている。 

そのため、地方圏においては大都市が核となり、近隣自治体との連携の中心的役割を果
たし、三大都市圏においては都市圏域の一体性の観点から、水平的・相互補完的、双務的
な役割分担のもと、大都市が中心となり、都市課題へ迅速に対応を行うことが求められて
いる。 

急速に人口減少等が進む時代の危機を乗り越え、我が国が更なる成長を実現するために
は、大都市が持つ豊富な地域資源を最大限に活用し、地域や圏域の状況に応じ、大都市が
中心となって圏域全体の活性化を促す必要がある。 

また、世界に目を向けると、自立性の高い大都市がスタートアップ企業の集積等を戦略
的に行うなど、その特性を活かして競い合うことなどにより、大都市を中心とした強い経
済圏が確立している事例も見られており、我が国においても、大都市がより強く圏域を牽
引する仕組みを構築する必要がある。 

一方、指定都市は、その規模や歴史・文化をはじめ、国や道府県との関係性、地域で果
たす役割など、それぞれが異なる特性を有しているが、現在の大都市制度は、昭和 31（1956）
年に創設された指定都市制度と、平成 24（2012）年に創設された特別区設置制度しか存
在せず、地域の状況によっては、これらの制度のみでは現状の都市課題に対し、十分な対
応が図れないなどの課題が生じている。そうした状況に対応するため、指定都市が、地域
の実情に応じてその役割を最大限果たすことができる制度を選択できるよう、新たな大都
市制度を早期に創設することが必要である。 

 
 
 
 
 
 

  




